
2022年の我が国の経済についてみると、感染防止策と経済活動の両立が図られる中で、個
人消費の持ち直しや堅調な設備投資に牽引され、実質ＧＤＰは小幅ながらも前年より増加し
た。企業の業況は非製造業を中心に持ち直し、経常利益が高水準で推移する中で、設備投資は
活発化した。一方で企業の倒産は３年ぶりに前年を上回っている。
本章では、ＧＤＰや企業の利益や投資、倒産状況等についての各種経済指標を通じて、一般

経済の動向を概観する。

	 第１節	 一般経済の動向
●ＧＤＰは小幅ながらも前年より増加した
第１－（１）－１図により名目・実質ＧＤＰの推移をみると、2020年第Ⅱ四半期（４－６月期）

の感染拡大を受けた緊急事態宣言等により、ＧＤＰは名目・実質ともに大幅に落ち込んだもの
の、解除後の経済活動の再開で、名目・実質ともに反転し、2020年第Ⅳ四半期（10－12月期）
には、大幅な落ち込みはおおむね解消したことが分かる。2021年以降は、ＧＤＰは名目・実
質ともに緩やかな回復傾向となり、2022年においては、名目ＧＤＰはいずれの期においても、
実質ＧＤＰは第Ⅰ四半期（１－３月期）を除き、感染拡大前の2019年第Ⅳ四半期（10-12月
期）の水準を上回って推移した。
第１－（１）－２図により実質ＧＤＰの成長率について需要項目別の寄与度をみてみよう。

2022年の動きを四半期ごとにみると、第Ⅰ四半期（１－３月期）は、感染拡大によって一部
の地域1にまん延防止等重点措置が発出され、飲食店等に営業時間短縮等が要請されていたこ
ともあり、民間消費が抑制された結果、マイナス成長となった。第Ⅱ四半期（４－６月期）は、
３月下旬にまん延防止等重点措置が解除され、３年ぶりに行動制限のない大型連休を迎えたこ
とで、個人消費の回復がみられた。これにより、民間最終消費支出がプラスに寄与し、実質Ｇ
ＤＰは前年同期比でプラス成長となった。第Ⅲ四半期（７－９月期）、第Ⅳ四半期（10－12月
期）は、前年のような全国的な行動制限が求められなかったことで、消費の大幅な落ち込みに
は至らず、おおむね横ばいとなった。
2022年を通じてみると、感染防止策と経済活動の両立に取り組んだ結果、個人消費が大幅

に落ち込むことが避けられ、先延ばしされてきた企業の設備投資も通期でみると堅調であった
ことから、民間最終消費支出や民間総資本形成がプラスに寄与し、実質ＧＤＰは小幅ながらも
プラスとなった。

１	 北海道、青森県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
新潟県、石川県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、島
根県、岡山県、広島県、山口県、香川県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県及び沖縄県。
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第Ⅰ部　労働経済の推移と特徴



第１－（１）－１図 名目・実質ＧＤＰの推移
○　2022年のＧＤＰは、全国的な行動制限が行われなかったことなどを背景に緩やかな回復傾向と
なった。
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資料出所　内閣府「国民経済計算」（2023年第Ⅰ四半期（１－３月期）２次速報）をもとに厚生労働省政策統括官付政策統
括室にて作成

（注）　１）名目ＧＤＰ、実質ＧＤＰはともに季節調整値。
２）グラフのシャドー部分は景気後退期を表す。

第１－（１）－２図 実質ＧＤＰ成長率の寄与度分解
○　2022年の実質ＧＤＰ成長率について需要項目別の寄与度をみると、個人消費や設備投資の回復に
より小幅なプラス成長となった。
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資料出所　内閣府「国民経済計算」（2023年第Ⅰ四半期（１－３月期）２次速報）をもとに厚生労働省政策統括官付政策統
括室にて作成

（注）　１）純輸出＝輸出－輸入
２）民間総資本形成＝民間住宅＋民間企業設備＋民間在庫変動
３）需要項目別の分解については、各項目の寄与度の合計と国内総生産（支出側）の伸び率は必ずしも一致し
ない。
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